官邸お庭番日誌ver2第36号　2012年5月14日
　国会はいよいよ社会保障と税一体改革関連法案が特別委員会で審議され始めようとしている。先週は、社会保障関係法案に始まり、税制改革法案が11日金曜日の本会議で各党の代表質問が実施された。これからは、連日開催が可能で、一問一答形式の特別委員会審議が始まるわけで、ぜひとも真摯な討論を期待したい。マイナンバー法案は、特別委員会の対象から外れ、内閣委員会で審議されることになるのだが、内閣委員会は多くの重要法案を抱えており、どのように審議されていくのか予断を許さなくなっている。今国会での成立を強く期待したいものだ。
□意外だった小沢元代表の高等裁判所への控訴
　それにしても、小沢一郎元代表の裁判で、控訴されることになったことは、やや驚きであった。控訴するというからには、一審判決には問題があると判断されたわけで、高等裁判所の審理の動向にも注目したい。その裁判の行方以上に注目したいのは、再び刑事被告人に小沢元代表がなったことの政治的な意味である。本人自身が代表選挙に立候補することが困難になったことや、誰か野田総理に対抗馬を立てるにしても、前回の代表選挙にみられるように、なかなか対抗しうる人材が見当たらないように思える。野田総理は、堂々と受けて立てばよいわけで、今回の代表選挙は国会議員だけでなく、地方議員や党員・サポーター党員まで巻き込んだ大掛かりなもので、総選挙とまではいかないまでも、国民的な論議を巻き込んだ代表選挙になることは間違いない。それだけに、野田総理が代表選挙で勝利することができれば、その意義はまことに大きいものがある。特に、社会保障・税一体改革関連法案が今国会で成立できなくなり、継続審議に持ち込まれたとしても、代表選挙という洗礼を受けることでますます民主党内的には結束を固めることができよう。
もっとも、そう直線的には政局が進むかどうか、不確定な領域であることは間違いない。野田総理自身、今国会での法案成立に「政治生命をかける」とまで再三にわたって明言されていることの重みも十分に噛みしめる必要があろう。
　これに対して、自民党の総裁選挙も同じ時期に実施されるわけであるが、総理大臣に直結する選挙ではないだけに、迫力不足は否めない。と同時に、谷垣総裁に対しては、解散・総選挙に追い込めなかった責任が問われるようであり、自民党内の派閥争いが本格化してくることも予想される。もっとも、かつてのような派閥力学が弱体化し、党内の世代間対立も存在しているようだ。それ故、どんな総裁選挙になるのか、今の段階では全く予想できないのだが、政界再編成を視野に入れた大掛かりな路線論争が自民党だけでなく、政界全体を巻き込んでいくことが求められていると思われる。とりわけ、今日の議会制土壌の最大の問題である「物事を決定できない国会」という汚名をどのように晴らしていけるのか、議会関係者の総力を挙げた英知の結集を強く望んでおきたい。
□末村篤日経新聞編集委員のコラム「一目均衡」に注目
　さて、久方ぶりに、経済について触れてみたい。一つは、5月8日に掲載された日本経済新聞の「一目均衡」というコラムに、末村篤特別編集委員が「経済成長のパラダイム転換」という表題で寄稿されている。やはり、注目されているのはフランス大統領選挙であり、勝利した社会党のオランド氏の「60の約束」で、生産と雇用と成長を最優先課題にしたその内容を解説されている。少し長くなるが引用したい。
　　「企業に利益の再投資を求めて過大な株主分配をけん制、大企業のストックオプション(株式取得権)やボーナスを制限し、配当や自社株買いを実施した企業の集団解雇費用を引き上げて株価上昇を狙いとする解雇を防ぐ。銀行には実体経済への貢献を求め、本来業務と投機行為の分離や金融取引税の導入を提案する。過去10年の富裕層や大企業の税制優遇の見直しを中心とする『正義の改革』と並ぶ公約は、企業を起点とする資本と労働の分配の是正を意図するものだ」
このような政策は、先進国で生じている「空前の企業利益と戦後最悪の失業率の併存状況」を、分配の是正を通じて「利益優先の企業行動が、投資不足と労働分配率の低下を招き、企業の資金余剰を強めて有効需要の拡大を阻んでいる」と喝破されており、まったく同感である。
□「人間の顔をした資本主義」への転換が求められる
問題は、一国だけでは問題解決につながらないわけで、世界全体が足並みをそろえていく必要がある。フランスで示した変化に対して、それがEU全体に広がり、日本も経済政策の基調を大きく転換していくべきであり、そのためにリーダーシップを発揮すべきだ。アメリカでも、「ウオール街を占拠せよ」という運動すら起きているのが現実である。少なくとも同コラムに引用されている、ILOのソマビア事務局長の指摘する「労働を生産コストと捉え、競争力と利益を最大化するために、できるだけ低く抑えねばならないと考え、少数者への富の偏在を招いた現在のモデルから、人々の福利増進と格差是正を主目的とし、生み出された良質の仕事の量で成功が図れる異なるタイプのモデルへの転換が必要とされている」方向への転換が求められていることに同意したい。「むき出しの資本主義」から「人間の顔をした資本主義」に軌道修正すべき時に来ているという指摘には、その実現の困難性を自覚しつつも、多くの国民は納得してもらえるであろう。
□双日総研吉崎副所長の「溜池通信」最新号に注目
もう一つ注目すべき論考に、双日総合研究所の吉崎達彦副所長が書かれている『溜池通信』(第492号2012年4月20日発行)「特集:世界経済、20年後への考察」がある。この中で、吉崎氏は「なぜ先進国経済の成長力がかくも低下したのか」という問いに対して、度重なるバブルの崩壊があるのだが、それは「高齢者マネーの増大にある」とみている。高齢者マネーを「高利回りの投資先にマネーが集中するので、バブルが起きやすくなる」わけだが、問題の本質は「フロンティアの枯渇」にあると喝破されている。全く同感である。この点では日本こそが最先端を行っており、フロンティアがないため、事業法人が資金余剰部門になっており、結局のところ、金を借りてくれるのは政府部門だけということになっている。個人部門でも、貯蓄は高齢者が持っており、政府は高齢者の社会保障を高齢者の貯蓄で賄っているという構図であり、いかに社会保障の負担と給付の折り合いがつけられるのかにかかっているという。まことに、その通りであろう。そこは、再分配政策が必要とされる局面なのであり、貯蓄性向の高い富裕層から消費性向の高い低所得層への再分配政策の持つ国内需要の拡大にも注目すべきところなのだろうが、残念ながらその指摘はない。さらに、吉崎氏はイノベーションについて述べられており、新たな成長はイノベーションなくしてありえないのだが、結局そのイノベーションが起きたとされるIT部門では、広告宣伝費の他の事業分野からの食い合いというゼロサムでしかなかったり、雇用の増大に結びついていない現実しかない。たしかに医療・介護分野は高齢社会で雇用が増大する産業ではあるが、職種間の格差が増大する問題点を持っている。まだまだ吉崎氏の解説は続くのだが、何ともグルーミーな見通ししか持てなくなっている。
□白川日銀総裁、「青い海」の中身は何なのですか
この点について、日銀の白川総裁が、朝日新聞5月13日オピニオン欄で「日銀と政治の責任」と題したインタビュー記事が目に付いた。いろいろと興味深い論点が満載なのだが、その中で、日本経済の成長について気になる指摘がある。それは、「高齢化に伴って潜在需要が伸びている分野では、高い価格を払っても良いという消費者」がいる一方、「既存の商品では果てしないコスト・価格の引き下げ競争が起きて」おり、デフレから脱却するには前者の「新たな市場」(総裁は『プルーオーシャン』{青い海}と表現)を増やしていくことが必要とされている。その為に、政府がとるべき政策として「経済の新陳代謝を受け入れる価値観と、新たな需要に対応していくための規制や制度の思い切った改革が必要」だと明言されている。TPPなどの国際化への対応の是非は別にして、高齢化の下で「高い価格を払っても良いという消費者」がいると想定されている社会保障分野での規制改革として、どのようなことを考えられているのだろうか。混合診療をはじめとする社会保障制度の根幹に触れるような問題について、どのように考えられているのか、誰か国会でその点について質問をしてみるべき点のように思われる。高齢化社会の下での所得・資産格差を前提に考えるのではなく、格差を再分配によって是正していく必要がまず前提になると思うのだが、どうだろうか。日本の社会保障制度の根幹である皆保険制度を崩すようなものであってはなるまい。
　　　　　　
